
運営代理店が直面している一番の課

題は、「新規出店＝収益の増加」とい

う図式が描けなくなったことだ。

あるメーカー系代理店関係者は、

「携帯電話の販売も所詮は小売業と同

じ」という。小売りのビジネスでは、

成長期には新規出店を繰り返すことで

収益を向上させる。しかし、ある程度

のレベルになると飽和状態となり、新

規出店が以前ほど収益向上に貢献しな

くなる。このため、店舗数の適正化を

図るとともに既存店舗の収益を増やす

戦略へと切り替えるようになる。

この図式に携帯電話ビジネスを当て

はめれば、販売代理店はまさに既存店

強化と淘汰・再編の段階に突入したこ

とになる。しかも、小売業と原理は同

じであっても、キャリア側がチャネル

リーダーとして大きな権限を持つ点で

は通常の小売業と異なる。

代理店は、キャリアからのインセン

ティブによって、仕入れ価格以下で端

末を販売しても利益を出せるというビ

ジネスモデルを展開してきたが、パー

ト1でみたように、キャリアが端末販売

に付随してインセンティブを払い続け

のGSの現状は、過当競争の果てに無

人化されたり、撤退して設備だけが風

雨に晒されていることも少なくない。

そうした経験が、前述のような不安に

つながっているのだ。

とはいえ、土持部長は、どんなに効

率化が進んでも、人との接点という面

でショップの役割は残るという確信が

ある。土持部長は、「ユーザーに望ま

れないショップにリソースを投入して

もやがては淘汰される。支持されてい

れば、代理店の運営努力で利益を出せ

る」と既存店強化の重要性を説く。

イドムコでは、店長や副店長に加え

各ショップにCSリーダーを配置。顧

客満足だけでなく、スタッフの満足向

上に取り組むことで、まずは人的面で

のショップ強化を図る。

この施策の背景には、「スタッフの

意識改革が大きな課題である」という

認識がある。携帯電話ビジネスは、厳

しい経済環境でも成長を続けてきた数

少ない業界の1つであり、不況知らず

の現場スタッフに、今後のビジネス環

境の変化をいかに理解してもらうか

が、既存店強化の成否を分けるからだ。

スタッフの意識改革に本社の社長自

ら乗り出しているのが、商社系広域代

理店のアイ・ティー・テレコム（IT

テレコム）。同社の美濃口渉社長は全

る意味は薄れてきている。既存店舗の

収益をアップさせようにも、これまで

の収益モデルでは難しい環境にある。

キャリア最大手のドコモが業容拡大

を認めたとはいえ、「ノウハウを持た

ない代理店がすぐに利益を出せるか疑

問」（大手家電量販店幹部）。規制が緩

和されても、携帯電話の販売に関して

は、依然として代理店独自の工夫によ

り差別化できる余地は少ない。

来店客を感激させる

石油販売事業を展開してきたイドム

コ（旧日石伊藤忠）の通信事業本部・

東日本移動体事業部兼代理店事業部の

土持則幸部長は、「携帯電話の物販だ

けなら、いずれはネット販売などに取

って代わり、キャリアショップが無人

化される可能性も否定できない」と、

どの代理店関係者よりも危惧の念を強

める。

この背景には、長年にわたり石油販

売でガソリンスタンド（GS）事業を

展開してきた経験がある。扱う商材が

石油と携帯電話の違いこそあるが、チ

ャネル構造は非常によく似ている。そ
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既存店の品質強化でファン作り
特技を生かした新規事業開拓も着々
パート2では、実際にチャネルをコントロールする運営代理店側の市場認識と生き

残りへの動きを探ってみた。キャリアの認識以上に、現場サイドでは厳しい環境

への危機感を募らせている。

ることで、この流れが全国に波及する

可能性もありそうだ。

J-フォンは一体感を強調

代理店との一体感の方向性をみせて

いるのがJ-フォンだ。

同社・常務執行役員の松橋清営業統

括部長兼法人営業部長は、「当社の市

場でのポジショニングはチャレンジャ

ーであり、優良顧客獲得によるシェア

拡大を目指す」と基本戦略を掲げる。

優良顧客獲得には、端末価格に反応

するチャーンユーザーは不要。このた

め、代理店は、端末の価値を理解しユ

ーザーニーズに応じて端末を売り分け

ることが要求される。松橋常務は「こ

の考え方に賛同してくれる代理店と一

緒にやっていきたい」と代理店側の理

解を促す。

キャリアショップについては、「ユ

ーザーがJ-フォンブランドを体感でき

る場所という役割を持たせ、ショップ

を再構築する」という考え方を示して

おり、「販売スタイルや手法を統一し

たい」としている。

商材拡大にもこうした考え方は反映

いく方針だが、その一方で、au事業

本部・au営業本部の平野朋之au営業

推進部長は、「代理店には経営が成り

立つようなビジネスをしてもらいたい

し、当社もそうできる政策を展開する。

しかし、それでも厳しい企業が出てく

るのは事実だろうし、それは仕方ない。

他の代理店の傘下となるか、撤退して

もらうしかない」と自主努力を促す。

具体的な支援について、平野部長は

「顧客維持活動に従事してくれるショップ

を支援する」と明言。「代理店の収益構

造はそうした活動に対する手当てを中

心に、減っていくだろう機種変更手数

料を加えたものに変わる」と今後のビ

ジネスモデルのあり方を示唆している。

迫られる意識改革

キャリア側が代理店との関係を変え

ようとしていることを多くの代理店関

係者も敏感に感じ取っている。

その一方で、ある独立系の代理店関

係者は、「頭の中では理解できても心

のどこかではキャリアが今後も保護し

てくれるだろうとの期待が強い」と漏

らす。現場サイドの声を拾っても、イ

ンセンティブ圧縮に不満が集中する。キ

ャリアへの依存心は依然として高い。

だが、あるキャリア関係者は次のよ

うに語る。「インフラを整備し新サー

ビスを提供するには今のビジネスで利

益を出している必要がある。そのキャ

リアの考え方に賛同できない代理店は

市場からの撤退を迫られる」。まさに、

キャリア側の本音だろう。

される。松橋常務は、「キャリアが新

商材をショップに置くことが適切かど

うかを判断し、キャリアと代理店の双

方に利益をもたらすのであれば全国の

J-フォンショップで扱いたい。キャリ

ア在庫でも構わない」との考え方を示

している。ブランドを統一する狙いと

同時に、代理店が単独で新商材を扱っ

て失敗した場合、ショップが被る影響

は大きい。そのリスクヘッジも考えて

のことのようだ。

顧客維持活動を支援

全国に約2500店のauショップを持

つKDDIは、2001年11月の合併を機

に地域別のショップ数見直しに着手。

全国的に一元化した代理店政策の検討

を進めており、ほぼガイドラインは完

成したという。

基本的な方向性は、ユーザーの利便

性を考え、小商圏でショップを展開す

る意向をみせる。このため、ドコモの

2倍もあるauショップ数も、地域によ

ってはオーバーストアの状況だが、全

体としてはそれほど過剰だとの認識は

ない。ショップに対する支援は続けて
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NTTドコモ

全国ショップ数�
（2002年4月時点）�

キャリアショップに�
対する考え方�

他チャネルに�
対する考え方�

1,205 2,500 2,013

au J-Phone

販売拠点と同時にARPU増加の
ためのユーザーに対するコンサル
ティング拠点。規制緩和で業務拡
大が可能に。ショップ数はほぼ適
正と認識�

販売拠点と同時に顧客維持活動
の場に。携帯電話関連、KDDIグ
ループの商材は扱い可能。ショッ
プ数は地域別に見直し�

優良顧客によるシェア拡大の拠点。
J-フォンブランドを体感できる場。
キャリアの営業部門的な位置付け。
携帯電話以外の商品の扱いはキ
ャリア判断。ショップの適性数は検
討中。まずは、全国のショップレベ
ルを統一�

量販・併売店であっても、ドコモの
方策に沿うのであれば、相当の対
応を考慮�

量販の集客に期待。販売拠点と
してauの店頭シェアを3割以上に
維持�

1次代理店の量販店も多い。量
販ともWin-Winの関係を構築�

表　キャリア各社の代理店に対する方向性
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